
  地域生活支援拠点等整備推進モデル事業 

  栃木県 佐野市 
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○佐野市の概要 
 佐野市は、関東平野の北端、栃木県の南西部に位置しています。 
 地形的には、北部から北東部、北西部にかけては、緑豊かな森林や美しい 

清流など自然環境に恵まれた中山間地域、南部と西部は、住宅や産業基盤が 

集積する都市的地域と農業が展開する地域となっています。 
  現在の佐野市は、旧佐野市、旧田沼町、旧葛生町の1市2町が、平成17年 

2月28日の合併によって形成されました。 

 

〇人口・世帯数（平成27年10月１日現在） 

 人口：１２１，３１０人、世帯： ５０，００４人 

〇障害者数（平成27年4月１日現在） 

 身体障害者手帳：４，４０３人、療育手帳： ９３７人、精神障害者保健福祉手帳：８２１人  

〇福祉サービス利用者の状況（平成27年9月末） 

 福祉サービス利用者数：８６８人 

 内訳：身体障害者： ２０４人、知的障害者： ４１９人、精神障害者： ２４５人 

〇現在の事業所の状況（平成27年12月末現在） 

 ・相談支援事業所 指定一般２か所（※平成27年度から基幹としても位置付け）・指定特定６か所・指定障害児４か所 

 ・施設入所支援事業所 １か所 ・共同生活援助事業所 １５か所・短期入所事業所  ４か所 

 ・生活介護事業所  ５か所・就労継続支援Ａ型事業所 １か所・就労継続支援Ｂ型事業所 ５か所 

 ・就労移行支援事業所 ３か所・自立訓練（生活訓練）事業所 １か所・居宅介護事業所 １２か所 

 

 

                      

 

 

☆ゆるキャラ®グランプリ２０１３で優勝した「さのまる」は、 
佐野市のブランドキャラクターです！ 

 

さのまる 
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○事業の目的及び事業主体 

・目 的 

 「障がいがあっても地域で生活できるために・・・本人に寄り添った支援、
地域生活の推進」を検討する。 

 市内には4つの社会福祉法人があり、居住機能や地域支援機能等を持っ

ているため、委託法人を中心に複数の事業者やその他関係機関が分担や

協力・連携して機能を担う体制を創設する。 

・事業主体：佐野市   （社会福祉法人とちのみ会に委託） 
  

 ＜委託法人社会福祉法人とちのみ会について＞  
  ・昭和３４年知的障害児の入所施設として誕生。 
  ・共生と地域支援を理念に、相談支援事業、入所支援、短期入所、生活介護、就労継続B型、就労移 
  行支援、居宅介護、共同生活援助、自立訓練、児童発達支援、放課後等デイサービス、移動支援、 
  日中一時支援、地域活動支援センターなど佐野市の障がい福祉を中心的に担っているだけでなく、老 
  人施設も手掛けている。 
  ・今回、当事業に取り組みたいと意思表示するとともに、当事業において検討を進める中で、平成２９年 
  度中に、市内に地域生活支援拠点等の機能を組み入れた多機能拠点型の施設の整備を計画。 
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   年 度   月                 内 容 

平成２７年 １０月 
 
 
 

２月 
 
 

３月 

①準備委員会の開催 
 自立支援協議会専門部会において、地域の課題、必要とされる機能等について検討する。併
せて、委託法人内にも準備委員会を設置し、事業者間等の役割分担を調整する。 
 
②関係者への研修・説明会の開催 
 サービス事業者、相談支援事業者等関係者向けの研修会を開催する。 
 当事者、住民向けの説明会を開催する。 
自立支援協議会への報告 
 

平成２８年 ４月～ 地域生活支援拠点等として機能できるものから事業を実施。 

○事業の要旨 

 地域生活支援拠点の整備手法としては、市内に、4つの社会福祉法人があり、居住機能や地
域支援機能等を持っているため、当初、委託法人を中心に複数の事業者が分担や協力・連携
して機能を担う体制を創設する面的体制整備型をイメージした。  
  自立支援協議会内に、地域生活支援拠点等の整備専門部会、委託法人に準備委員会を
設置し、具体的な内容について検討する中で、委託法人より、多機能拠点型の整備を計画して
いるとのことから、多機能拠点型と面的整備型の複合型の拠点と変更。 
  また、必要な機能として５つの機能に加えて予防支援を加えた６つの機能とし、関係団体に
行ったヒヤリングやアンケートをもとに、具体的な内容を検討。それをもとに、平成28年度から地
域生活支援拠点の整備を目指していくこととした。 
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○佐野市における地域生活支援拠点の整備の類型：多機能拠点整備型と面的整備型の複合型 

佐野市自立支援協議会 
⑤地域の体制づくり について検討 

相談支援事業所 

 

医療機関 
 

連携 

当事者団体 

 ①相談（指定特定） 
 ③居住支援、体験の場（GH）、 
   日中活動の場 

社会福祉法人B 

  
 

①④相談（専門性の必要なものを含む） 
   （基幹相談支援センター、指定特定） 
③居住支援・体験の場（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）、日中活
動の場 
  

社会福祉法人A 

  ③高齢化に対応した日中活動の場 

社会福祉法人C 

 
  

①④相談（専門性の必要なものを含む） 
  （基幹相談支援センター、指定特定） 
②緊急時の受入（短期入所）、対応（地域定着、 
 居宅介護、行動援護）、災害時の対応 
③居住支援・体験の場（短期入所、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）、日
中活動の場 
⑤ｺｰﾃﾞｨﾈﾀｰの配置 
⑥予防支援（再発予防、障害の早期発見・支援、  
 家族支援） 
 

面的支援における連携・調整 

委託法人：多機能拠点施設整備 

地域包括支援センター等 

利用者 

①相談           
②緊急時の対応 
③体験 
④専門性（人材育成） 
⑤地域の体制づくり 
⑥予防支援 

ぐ相談支援事業所（一般、指定特
定）、グループホーム、短期入所、居
宅介護、児童通所等を備えた多機
能型拠点を平成29年度整備予定。

ぐああ 
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○事業内容 

  項 目                   内 容 

準備委員会等
の開催実績 

①自立支援協議会の専門部会として障害者関係団体（4名）、障害福祉サービス事業所（4名）、行政
機関（市障がい福祉課長）を構成員とする会議を4回開催。 
②委託法人内に医療機関3名、教育機関1名、地域委員5名、事業所職員11名を構成員とする会議
を4回開催。事業所内ではその他4回の委員会、13回の作業部会を開催している。 
※2つの委員会の進捗状況を委託法人、市で確認しながら、あり方について検討し地域生活支援拠点
等の機能として、相談、緊急時の対応、体験、専門性、地域の体制づくりに加え、予防支援の６つの機
能について、地域課題も踏まえながら項目ごとにまとめた。 
整備の方向としては、委託法人が平成29年度に整備する多機能拠点と地域の事業者等が連携した
面的整備の複合型とした。 

関係者への 
研修 

障がい福祉課と委託先で、内容等について検討。 
⇒専門部会、準備委員会で検討した内容を知ってもらいたい・伝えたいとの思いから、関係者とともに、
一般市民向けに講演会、関係者向けに、講演会とシンポジウムを行うこととした。 
平成28年2月28日開催 
①午前：一般市民向け 
委託法人から地域生活支援拠点等について「障がいのある子どもと大人が住み慣れた地域で暮らして
いくための６つの機能と支援」について説明。 
来場者数143名 
②午後：関係者向け 
・「フロム浅沼を拠点とした体制整備と、関係機関、事業所が連携してつくる面的整備」 委託法人統括
施設長による講演 
・「地域生活支援拠点等の体制整備と、関係機関、事業所が連携してつくる面的整備」として、自立支
援協議会専門部会委員として関わった医師、施設長、市内精神科病院医師（ケースワーカが委託法
人準備委員会委員として関わった）、委託法人施設長、市職員によるシンポジウムを実施。 
来場者258名 
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○必要な機能の具体的な実施内容  

多機能拠点整備 面的整備 課題・今後の方針 

相 談 ○24時間365日電話相談 
・障害のある方やその家族等からの緊急的な相談を電話で受付、
相談内容に対し、適切な助言等を行い、必要に応じて他機関の
紹介等を行う。 
〇24時間365日相談に応じて緊急派遣機能。 
〇単身等で生活する障がいのある方に、地域定着支援を実施 
○地域の社会資源マップの作成（見える化） 
○事業所の空き情報の共有、ＨＰの管理更新 
○指定特定相談支援事業所の支援。 
〇福祉なんでも相談会の実施。 

○身近な相談者が、日頃の関わりから
悩み事や困りごとを受け止め、支援機
関につなげる。 
 相談支援事業所、福祉サービス事業
所、ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ、包括支援ｾﾝﾀｰ、医
療機関、保育園、幼稚園、学校、民生
委員・児童委員、近隣住民等 
○福祉サービスを利用し、計画相談支
援を利用している方 
⇒各指定特定相談支援事業所に相談
⇒指定特定で困難なケースについては、
基幹相談支援ｾﾝﾀｰ、市に相談。 

○支援機関に相談がつながるよう
に理解啓発を積極的に行う⇒地
域生活支援拠点、基幹相談支援
ｾﾝﾀｰ、自立支援協議会 
 ○緊急時だけでなく、節目節目
で相談できる体制を整える。 
 ○相談事例を通して、各関係機
関（医療、保健、福祉、教育等）の
役割の理解と適切に連携できる体
制をつくり、連携を強化する⇒自
立支援協議会（協議会・幹事会・
専門部会・事務局会議）、地域ケ
ア会議 

緊急 時
の対応 

○短期入所、日中一時において、病気や冠婚葬祭などで家族が
介護できない状況になった場合受入を行う。 
○緊急時24時間365日電話相談。 
○24時間365日相談内容に応じて、訪問するなど緊急派遣機
能がある。 
○セーフティーネット拠点事業で、日中や夜間における緊急一時
保護を行う。 
○災害時には、拠点施設だけでなく、同法人施設を避難所とし、
障がい特性への対応、相談を行う。 
○緊急時、居宅介護、行動援護の利用ができる。 
○緊急対応したケースはケース会議を行い、再発予防に努める。 
 

○緊急時に利用できる施設等を把握、
情報提供する体制がある。 
 

○緊急介入として、利用できる
サービスを定期的に確認し、関係
機関に情報提供する⇒県、市、地
域生活支援拠点、関係機関。 
 

体 験 ○グループホーム、短期入所施設を利用して、福祉サービスの
利用を体験する機会や場がある。 

○グループホーム、短期入所施設を利
用して福祉サービスの利用を体験する
機会や場がある。 

○体験として、利用できるサービ
スを定期的に確認し、関係機関に
情報提供する⇒県、市、地域生
活支援拠点、関係機関。 
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     多機能拠点整備 面的整備      課題・今後の方針 

専 門 性  
（人材育成） 

○国・県が行っている研修に積極的に参加し、
地域の支援者に還元できる機会がある。 
○相談事例の検討を行う中で、必要な研修を
企画、実施する。 
○強度行動障害への支援ができる体制が整っ
ている。 
○医療ケアが必要な方への支援ができる体制
が整っている。 
○高齢障がい者の対応 

 

○緊急時対応した際には、ケース会議
を行い再発予防に努める・・・相談事例
を通して、各関係機関（医療、保健、福
祉、教育等）の役割の理解と適切に連
携できる体制づくりにつながる。 
○地域包括ケアシステムとの連携⇒市、
基幹、地域生活支援拠点。 

 

地域の体制
づくり 

○拠点にコーディネーターが配置 
○佐野市自立支援協議会への参加 
○地域ケア会議への参加 
○緊急対応したケースは、ケース会議を行い、
再発予防に努める。 
○地域生活支援拠点での相談事例をまとめ、
活動報告を毎年行う。 
○強度行動障害への支援ができる体制が整っ
ている。 
○医療ケアが必要な方への支援ができる体制
が整っている。 

 

○相談事例を通して、各関係機関（医
療、保健、福祉、教育等）の役割の理解
と適切に連携できる体制をつくり、連携を
強化する⇒自立支援協議会（協議会・
幹事会・専門部会・事務局会議）、地域
ケア会議。 
○地域生活支援拠点の認知度向上へ
の取り組み。 
 ○地域生活支援拠点等についてのア
ンケートやヒヤリング等を実施する。 

 

予防支援 ○緊急対応したケースは、ケース会議を行
い、再発予防に努める。 
○二次障がい予防の支援体制が整ってい
る 

○相談事例を通して、各関係機関（医
療、保健、福祉、教育等）の役割の理解
と適切に連携できる体制をつくり、連携を
強化する⇒自立支援協議会（協議会・
幹事会・専門部会・事務局会議）、地域
ケア会議 

 

※自立支援協議会専門部会で整理した内容を掲載します。さらに、委託法人準備委員会により、具体的な取り組みについ
て、整理されています。 
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○事業実施の結果及び今後の課題・方針 

 モデル事業を通じて、短期間であったが、地域生活支援拠点等の整備手
法、機能のあり方について福祉サービスを中心に、方向性を示すことがで
きた。必要な時に、地域が必要とするサービスを横断的に提供できるため
には、今回の内容では、充分ではないため、福祉の枠組みだけでない支援
体制を目指して、今後も検討していく必要があると考える。 

 

＊自立支援協議会専門部会で継続した検討を実施 

 ①市の実情に応じた体制の整備についての協議 

 ②関係機関の役割認識・連携体制強化 

 ③課題に対する情報共有化 

 ④地域生活支援拠点等についての理解啓発 

 

＊スムーズに進めるために 

  ・地域資源の連携・理解と協力体制 

  ・現場間の有機的な連携体制の構築 
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